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諏訪　康雄

キャリアとは　

法学の観点から

Ⅰ　用語としてのキャリア

　「職業活動を含めた人の一生」を連想させるキャリ
アという用語は，英語（career，発音はカリアに近い）
に由来する。ラテン語における車輪のついた乗物
（carrus）向けの車道（carraria）が語源で，比喩的に職
業や人生の経路，経歴なども意味するようになった。
イタリア語（carriera），フランス語（carriere）などを
経て英語に入るが，この語の社会や学術での用例は，
人びとの多種多様な役割や状況に応じ，柔軟かつ弾力
的に使われており，きわめて多義的である。
　日本では以前から，慣用的に上級職公務員（旧国家
公務員Ⅰ種採用者，現総合職など）を意味するキャリア
（採用・組）といった用法はあった。しかし一般には，
1960 年代からキャリア開発（career�development），
1970 年代からキャリアウーマン（career�woman，今や
死語）といった使用例が増えてゆき，男女雇用機会均
等法，労働者派遣法などの導入があった 1980 年代な
かば以降にキャリアへの言及が急速に広まる。
　バブル経済崩壊後の 1990 年代には，離転職を含め
た労働移動が注目を集め，キャリアという語の使用頻
度がさらに上がるとともに，用例が多元化，多様化し
た。2000 年代に入ると，キャリア教育，キャリアコ
ンサルタントなどキャリア関連の制度化の動きも進ん
だ。
　日本語におけるキャリアでも，原語の場合と同様，
心理学者などによる厳密な定義づけにもとづく普及で
はなく，社会での感覚的，流行的な利用により広まっ
たカタカナ語の常として，多義性，曖昧性がつきまと
う。その結果，広義には人生（life）と，狭義には職業
（job,� trade,�occupation,�profession）と重なり，両者を統
合したものとしての理解もなされる。

Ⅱ　法令におけるキャリア

　日本法におけるキャリアの用例を「法令データ提供
システム」（総務省行政管理局：2017 年 1 月 1 日現在）で
検索すると，2系列の使われ方がみつかる。
　以前からある用例は，同じキャリアと表記されるけ
れども，上記とは原語も意味もまるで異なる。英語の
carrier（carry から派生し，運送，伝達などを意味）に由

来し，運輸，放送通信などに関連して 14 法令に出て
くる。「バルクキャリア」（船舶安全法施行規則ほか），
「キャリアクラス」（輸出貿易管理令別表第一及び外国為
替令別表の規定に基づき貨物又は技術を定める省令），
「キャリア変調マッピング」（有線一般放送の品質に関す
る技術基準を定める省令ほか）などである。
　他方は，先述のような意味に関連した最近の用例で
あり，文部科学省系の「キャリア教育」（免許状更新講
習規則。まだ法律にこの語は入っていない）は広義のキャ
リアにかかわり，厚生労働省系の「キャリアコンサル
タント」「キャリアコンサルティング」（職業安定法，
職業能力開発促進法など 19 法令），「キャリア形成促進助
成金」（社会保険労務士法施行規則）は狭義の職業キャ
リアに関係している。
　しかしながら，より一般的な職業上のキャリアにか
かわる法令用語としては，「職業生活」という語が多
く使われる。例えば労働者派遣法（1985 年）25 条や男
女雇用機会均等法（1985 年）1 ～ 3 条などに「職業生
活」といった用例があったが，積極的に使われだした
のは，雇用政策をめぐる基本法の雇用対策法 3条（基
本的理念）において，適切な職業生活の設計，職業能
力の開発向上，円滑な再就職（就職を含む）などによ
り「職業生活の全期間を通じて，その職業の安定が図
られるように配慮されるもの」と位置づけられ（2001
年改正法），同年改正の職業能力開発促進法 3条（職業
能力開発促進の基本理念）に類似の趣旨が規定され，ま
た，2条 4項でキャリアデザインにつき「職業生活設
計」として定義されて以来である。
　現在では 49 法令において「職業生活」が使用され
ている（総務省法令データ提供システム参照。2011 年 10
月 1 日現在では 31 法令だった）。法律のタイトルにも
入った（女性の職業生活における活躍の推進に関する法律
2015 年 64 号。略称，女性活躍推進法）。

Ⅲ　裁判例におけるキャリア

　ここでも 2系列の用例がみつかる（最高裁判所「裁
判例情報」データベースを参照した）。すなわち，「キャ
リア」という語が当事者の主張などに含まれる例も入
れると 404 件がヒットするが，知的財産裁判例集にお
ける例が 277 件もある。他方，労働事件裁判例集にお
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ける検索適合例は 66 件にすぎないだけでなく，法令
の場合と異なり，「職業生活」で検索すると，わずか
に 19 件しかヒットしない。
　以前より，労働裁判でなく，また，職業生活という
語こそ用いていないが，職業選択の自由（憲法 22 条 1
項）をめぐり，格調高い最高裁判例がある（最高裁大
法廷昭和 50 年 4 月 30 日判決）。「職業は，人が自己の生
計を維持するためにする継続的活動であるとともに，
分業社会においては，これを通じて社会の存続と発展
に寄与する社会的機能分担の活動たる性質を有し，各
人が自己のもつ個性を全うすべき場として，個人の人
格的価値とも不可分の関連を有するものである。
［……］このような職業の性格と意義に照らすときは，
職業は，ひとりその選択，すなわち職業の開始，継
続，廃止において自由であるばかりでなく，選択した
職業の遂行自体，すなわちその職業活動の内容，態様
においても，原則として自由であることが要請され
る」と判示した。
　また，「定年制の内容に適正を欠くと，定年時以前
から従業員の職業生活に対する希望と活力を失わせる
という弊害を生ずる」として，キャリアすなわち職業
生活という概念に言及していた裁判例もあった（日産
自動車女子定年制事件・東京高裁昭和 54 年 3 月 12 日判決）。
　しかしながら，裁判例にみるキャリアという語の出
現例は，何よりも知的財産関係など別系統の使われ方
であり，労働裁判で職業キャリアを念頭において言及
されている例はずっと少なく，職業生活という法令用
語も絡めて言及された例はさらに少ないようである。
　とはいえ，男女雇用機会均等法と育児・介護休業法
にある「職業生活」の規定にも言及しつつ，いわゆる
マタニティー・ハラスメント（マタハラ）に関して判
断した判決（最高裁第一小法廷平成 26 年 10 月 23 日判決）
とか，キャリアという語を用いて「専門職としての
キャリアを形成していくという原告［労働者］の期待
に配慮せず，その理解を求める等の実質的な手続を履
践することもないまま，その技術や経験をおよそ活か
すことのできない，労務的な側面をかなり有する業務
［……］に漫然と配転したものといわざるを得ない。
このような事実関係の下においては，本件配転命令
は，配転命令権を濫用するものと解すべき特段の事情
があると評価せざるを得ない」（X社［エルメスジャパ
ン］事件・東京地裁平成 22 年 2 月 8 日判決）などの例は
注目される。

Ⅳ　法学説におけるキャリア

　心理学や社会学における議論にずっと後れて，職業

キャリアを法の世界でも積極的に位置づけようとする
動きは，前世紀末になってようやく本格化する。時代
の流れは，現に従事する職務保障から，一定の雇用保
障を経て，生涯を通じたキャリア保障に向かっている
との基本認識から，実定法的な解釈概念というよりは
法政策を主導する法理念として，キャリア権が提唱さ
れた（諏訪 2017［1999］）。同学説は，2001 年改正にお
ける雇用対策法や職業能力開発促進法に一定の影響を
与え，職業キャリア保障の実定法的な橋頭堡となる。
　それから 20 年弱，法令には職業生活に関連する規
定が増加し，日本型の働き方への見直しの機運も高ま
り，キャリア権論に基本的に賛成する法学説も少しず
つ目立ってきた（唐津 2009；野川 2014；小西 2014；大内
2008・2017。逆に批判論に大和田 2006）。労働力の逼迫や
キャリア形成への関心の高まりという追い風もあり，
企業に人事権がある一方，労働者にはキャリア権があ
り，両者間での調整こそがもっと必要なのではないか
とのバランス論が受け容れやすくなってきているのか
もしれない。
　キャリア権の理念（以下，諏訪 2014 に準拠）は，人
びとが意欲，能力，適性に応じて希望する仕事を準
備，選択，展開し，職業生活をつうじて幸福を追求す
る権利といった考え方に帰着しつつある。キャリア権
はキャリアを支える法的な基盤である。教育と学習に
より職業の能力形成を準備し，継続し，職業を開始
し，展開し，終焉していく一連の過程を主体的に決定
する意味と重要性を認め，職業を核にして人生を有意
義なものにし，人間的にも成長していく生き方である
職業生活を，法の世界において尊重し，明確に位置づ
け，支援していこうとする。
　キャリア権概念は，理念としては以前から，憲法の
「個人の尊重」「幸福追求権」（13 条），「意に反する苦
役」からの自由（18 条），「職業選択の自由」（22 条），
「教育・学習権」（26 条），さらに「労働権」（27 条）な
どに埋め込まれていた。すなわち，人は個人として尊
重され，幸福追求の権利は公共の福祉に反しないかぎ
り，立法その他の国政のうえで最大の尊重が必要とさ
れ，基本となる教育と学習が保障され，職業選択にあ
たっての自由，労働の権利と義務が規定されるといっ
た，キャリアの諸局面への対応が基本的人権規定のな
かに散在していた。
　キャリア権は，これらを体系的に再構成し，個人と
しての尊重と幸福追求という一層目の上に，教育・学
習という能力形成・人間形成をめぐる二層目が載り，
さらに職業選択の自由と労働権といった三層目が重ね
られる形で，キャリアという視点から統合化する。し
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たがって，一層目と二層目においては必ずしも職業だ
けに直結しないキャリアの基盤をめぐる憲法上の保障
（広義のキャリア＝人生キャリアの法的基盤）が認められ，
これを前提にさらに三層目で職業の選択と展開に直接
かかわる基盤の憲法上の保障（狭義のキャリア権＝職業
キャリアの法的基盤）が図られる構造となる。

Ⅴ　課題

　キャリア権論はいまだ法理念の域を大きくは出てい
ない。実定法化，法解釈の次元での規準化などに向
け，課題は多い。当面，実定法化のためのキャリア基
本法のような立法措置，職業生活という法概念の精緻
化や活用，キャリアをめぐる諸政策の進展，実務にお
けるキャリア尊重の制度や慣行の形成などは，キャリ
ア権を実体化していくうえでの前提として望まれる
（諏訪 2015-）。人びとの意識との関係では，キャリア
教育との連携も不可欠である。
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